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要約
本稿は2000年東京版総合社会調査データをもちいて、戦後の高度経済成長期およびそれ
以降の東京における社会移動がどのようなものであったかを明らかにしたものである。基
本的な分析枠組としては、リプセットとベンディクスが提示した都市移住モデルを参照に
している。
1970年以降に生じた東京への人口流入の減少をうけて、 2000年時点での 40歳代以下の年
齢層では、それ以前の世代とは異なり、東京出身者のほうが流入者よりも構成比において
大きな比重を占めるようになっている。このことから、 50歳代・ 60歳代を流動期世代、 20
，-，40歳代を安定期世代とした。
前住地のデータからみると、流入者の移動パターンにはそれほと、大きな変化はなかった。
東京出身者では、男性よりも女性のほうが総じてモビリティが高いが、若い世代ほど男女
ともモビリティが低くなる傾向がみられる。また、こうした居住者の地域移動経験は地点
によって異なっている。
男性に限定して学歴および現職から社会移動のありかたをみたところ、流動期世代では
学歴・現職とも東京出身者と流入者との問に違いはなく、社会移動のありかたに出身地に
よる差異がみられない世代といえる。一方、安定期世代では、流入者のほうが相対的に高
学歴ではあるが人数が少ないため、東京出身者が明らかに不利というわけではない。この
世代の社会移動のありかたには、出身地による違いというよりも、学歴による違いが大き
くあらわれている。ここでの分析からは、どちらの世代についても、リプセットとベン
ディクスが提示した都市イメージが成立するとはいえない。
*東京工業大学大学院社会理工学研究科
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1 .はじめに
1. 1 社会移動の視点からみた都市
社会階層・社会移動の視点から都市をみた場
合、 Lipset& Bendix (1959=1969)が提起した問
題 成長期を過ごした地域社会の規模が個人の地
位達成を規定するーがひとつの重要な問題となり
うる。リプセットとベンディクスは、実証的デー
タから「都会育ちは農村や小都市出身者よりも社
会的上昇移動が容易である」という仮説を導きだ
し、この仮説を通じて、都市肉体労働者階級の大
部分を小都市や農村から補充し、非肉体労働者の
大部分を都市内部から補充するというイメージを
提示している。その理由として「大都市で育った
下層の人びとは、小さな社会の同じ階層の者より、
多くの教育を受けやすい」ことをあげている。さ
らに「移住者や移民が、下層という地位を保持し
続けるのに対し、同じ階級的背景をもっ都会育ち
は職業構造を上昇していく、というこのサイクル
は、都市が急激に拡大して以来、ずっと社会移動
の基礎にある重要な過程の一つであったJ(前掲
訳書:204)と主張する。
この視点は戦後日本の都市社会学的研究にも受
け継がれた。前掲 Lipset& Bendix (1959)の訳出
自体、その関心のあらわれといえよう。この時期
にはまた、急速に進展する都市化を背景として、
倉沢 (1969)や山本 (1984)などの実証的な研究
も蓄積された。だが(むしろ、それだけにという
べきかもしれないが)、地域的な人口移動が沈静
化した1980年代以降、こうした問題意識は薄れ
てきた。けれども、粒来・林 (2000)で指摘した
ように、地位達成に関わる地域移動には各時代の
社会構造が色濃く反映される。この点をふまえれ
ば、社会的な移動である都市移住のありかたもま
た、時代によって異なるはずである。
本稿は、 2000年東京版総合社会調査データを
もちいて、高度経済成長期とそれ以降の東京にお
ける人々の社会移動のありかたを明らかにするこ
とを目的とする。さらに、戦間期 (1920-30年代)
および戦後期 (1950年代)を対象とした分析から
の知見と比較しつつ、考察をおこなっていく。
本稿の構成は以下の通りである。まず、うえで
ふれた戦間期および戦後期の東京における社会移
動に関する知見を整理する。そのうえで、第2章
で2000年東京版総合社会調査データをもちいて
人口の出身地構成を把握し、戦後の地域移動の全
国的な変化と関連づける。次いで第3章では人々
がどのような地域移動経験をもっているか、それ
によって各調査地点がどのように特徴づけられる
かを明らかにする。第4章では男性サンプルに限
定して、学歴や職業に関する分析をおこない、社
会移動のありかたをみていくことにしよう。
1. 2 戦間期および戦後期の東京における社会
移動
安田 (1971: 543-546)によれば、都市一農村関
係やエリート研究の文脈で早い時期から蓄積され
てきたヨーロッパの都市移住研究には2つの系統
が存在する。第一の系統は、農村から都市への移
動者は才能ある優秀な人々で都市を繁栄に導くと
する。第二の系統は逆に、農村からの移動者は能
力にかかわらず下層階級に入らざるをえず、中
流・上流階級に入るには数年から数世代を要する
とする。冒頭でふれたリプセットとベンディクス
の仮説は、この第三の系統に属するものといえよ
う。この2つの系統は排他的ではなく双方とも存
在するはずであり、その比重が歴史的に変化した
と考えるのが現実的である。
以上の発想にもとづき、粒来 (1998)では、 1960
年に東京23区を対象として実施された「社会階層
と社会移動調査(通称 SSM調査)Jデータ(注
(1))をもちいて、東京の人口急増期である戦間
期 (1920-30年代)と戦後期 (1950年代)の 2つの
時期に焦点をあてて、東京への移住者と東京生ま
れの社会移動のありかたを計量的に比較した。そ
のおもな結果は以下の3点にまとめられる。
1. 1都市流入者の大半は農家の次三男で、工業
人口として集積した」という通説は、東京に
関しては戦間期・戦後期とも認められない。
2.戦間期の流入者は、同一年齢層の東京生ま
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れの 2倍にのぼった。この時期は東京の雇用
労働者層が新たに創出された時期であり、東
京内部の再生産人口では労働力需要を充足で
きず、上層・下層いずれの雇用労働者層にお
いても流入者が中核部分を形成した。一方、
東京の地付き自営層は分解し、下層雇用労働
者層に吸収された。また職業キャリアの初期
においては下層雇用労働者であった流入者の
少なからぬ部分が、その後、自営業主として
独立した結果、自営層の多くも流入者が占め
ることになった。
3.それに対して戦後期は、流入者と東京生ま
れはほぼ同人数であり、東京内部の上層・下
層の雇用労働者および自営の各層が上層雇用
労働者の供給源となり、流入者が下層雇用労
働者層に集中する傾向が強まった。これは、
戦間期には認められなかった東京生まれと流
入者との学歴格差が戦後期には顕著であった
ことと関連しており、東京の自営層も高学歴
化をともなって世代的再生産される傾向が明
確になった。
つまり、リプセットとベンディクスが提示した
都市イメージは、戦間期の東京では成立せず、戦
後期には成立することになる。同じ人口急増期で
あっても、そこにみられる社会移動のありかたは、
対照的といってもいいほど異なっていた。こうし
た相違は、同一年齢集団における流入者と東京生
まれの人口比や労働力需給などの違いによって、
もたらされたと考えることができる。
2. 出身地構成とその変化
調査時点である2000年の東京都の年齢階級別
人口構成を、国勢調査をもちいて概観しておくこ
とにしよう(表 1)。第一次ベビーブーマー (1948-
50年生れ)の含まれる50歳代と、第二次ベビー
ブーマー (1971-75年生れ)の含まれる30歳代およ
び20歳代で人口が多くなっており、 40歳代がそ
れに挟まれたかたちになっていることがわかる。
図1は2000年東京版総合社会調査の回答者の世
代別・出身地構成を示したものである。出身地は
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義務教育修了時点での居住地が東京であるか否か
で判断した。世代構成については、他の社会調査
においても一般に20歳代の調査回答率が低いこと
を考慮すれば、図 1は表1に示したマクロデータ
の傾向をおおむね反映したものといえよう。また、
出身地としては、「義務教育修了時点での居住地」
をもちいて東京出身と東京以外に区別した(注
(2) )。以下では、東京以外の出身者を流入者と
よぶことにする。
流入者の流入時期であるが、よく知られている
ように、地域的な移動は特定の年齢で生じやすく、
都道府県を越えるような長距離の移動は若い年齢
層に多くみられる。大友(1996)は、 1985年と1990
年の国勢調査データをもちいて、地域移動率にみ
られる年齢別の特徴を明らかにしている。都道府
県問の移動に関しては、移動率のピークが男性で
は20-24歳であるのに対して女性のピークは25-
29歳にあること、 70歳未満ではすべての年齢層
で女性よりも男性の移動率のほうが高く、とくに
15-29歳の年齢層で大きく上回っていることを指
摘している。
60歳代の流入者が15-24歳の年齢で流入したと
するならば、流入時期として 1946-64年の時間幅
が想定され、戦後から高度経済成長期にかけての
流入者と考えることができる。同様に、 50歳代
流入者に関しても 1956-74年の流入時期が想定さ
れる。この時期はやはり、東京への流入人口が多
かった時期である。そのため、 60歳代では57%、
50歳代では48%を流入者が占めることになって
いる。一方、東京への人口流入が減少した時期以
降に 15-25歳に達した40歳代以下の世代では、東
京生まれが過半数を占めている (40歳代 .30歳代
で61%、20歳代で75%) (注(3))。
1950年代以降について人口統計をみても、 60年
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代に東京への人口流入が引き続き増加した後、
1970年には減少に転じ、さらに1970年代になると
流出人口が流入人口を上回るようになっている。
ただし、 1980年代以降は流入・流出とも減少し
ており、東京都の人口は微増と微減を繰り返しつ
つ安定傾向に入ったといえよう。
以上のことと前掲粒来 (1998)の知見とあわせ
れば、次のように考えられる。成人以後の人口構
成で東京生まれが同一年齢集団に占める割合は、
戦前から戦後にかけて3割ないし 4割にすぎな
かったが、現在の 50歳代でほぼ桔抗し、 40歳代
からは逆転して流入者を上回るようになった。し
たがって、東京都の人口構成は 2000年時点での
40歳代 (1951年以降出生者)以降、それ以前とは
異なる新しい局面に入ったということになる。
こうした状況には、全国的な社会移動のありか
たの変化もかかわっている。この変化については、
粒来・林 (2000)が 1995年 SSM全国調査のデー
タをもちいて、とくに地域移動と世代間階層移動
の関連に着目した分析をおこなっている。ここで
は1945-90年の期間を3期に区分しているが、各
時期の特徴は以下の通りである。 1945-60年には
就職時の向都離村型の地域移動が主流で、これは
自営・農業という家業継承型からの離脱的な階層
移動を伴った。 1961-75年の時期になると、地方
出身の学卒就職者の大都市流入とともに高学歴化
の進行に伴う就学時の移動も増加した。 1976-90年
になると、地方部での雇用機会の拡大と大都市部
での機会の縮小によって就職時に移動することの
相対メリットが減少して地域移動が階層移動を伴
うことは少なくなったが、一部の有名大学への進
学に伴う地域移動が目立つようになってきた。
さきにもふれたように、 2000年時点の40歳代
は東京都の人口構成における転回点の世代とみな
すことができる。そこで以下では、 50歳代・ 60歳
代と、 40歳代以下の年齢層の2つにサンプルを分
類し、前者を流動期世代、後者を安定期世代と呼
ぶことにする。各世代に占める流入者の比率は、
流動期世代で52.8%、安定期世代で35.5%である。
3. 地域移動の経験
前節で世代別の出身地構成をみたが、東京出身
者といっても、生れてからずっと居住地を移動し
ていない場合もあれば、都内で移動していたり、
いったん他府県に出て再び都内に戻ってきたケー
スもある。流入者についても同様である。本節で
は、前住地に関する質問項目をもちいて、こうし
た移動経験をみていくことにしよう。
前住地については以下の 6つの選択肢が用意
されている。
1.生れてからずっと現在の住所に住んでいる
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2. (現在の住所と)同じ市区町村内
3.東京都内・都下(同じ市区町村を除く)
4.埼玉・千葉・神奈川県内
5.栃木・茨城・群馬・山梨県内
6.その他(外国を含む)
ここでは、次のように地域移動経験を分類した。
まず、東京出身者のうち前住地が1であるものを
「移動経験なし」とした。東京出身者で前住地が2
または3であるものを「都内移動あり」、前住地
が4"，-，6のいずれかであるものを iUターン」と
した。流入者については、前住地と義務教育修了
時点での居住地が一致するものを「直接流入」、
前住地が2または3であるものを「都内移動あ
りJ、前住地が4"'-'5のいずれかで、かつ義務教
育修了時点での居住地と一致しないものを「その
他移動」とした。表2には、以上の分布を出身別
および世代別に示しである。
表2 出身地別・世代別の地域移動経験
流動期世代 安定期世代
東尽出身者
移動経験なし 11. 1 20.4 
都内移動あり 77.5 68.0 
Uター ン 11. 5 11. 6 
圃園田““ “““‘+目‘町酔目‘+‘・
言十 100.0 100.0 
(実数) (235) (294) 
流入者
直接流入 26.6 30.9 
都内移動あり 62.4 58.0 
その他移動 11. 0 11. 1 
目““園田‘圃園田““““‘'‘ 園町酔目‘町酔町酔町酔目“町酔町酔咽+町酔+町酔町酔・ ・e・
計 100.0 100.0 
(実数) (263) (162) 
3. 1 世代よりも性別で異なる地域移動経験
以上で定義した地域移動経験を出身地別にみて
いこう。東京出身者でも地域移動をまったく経験
してない「移動経験なし」は流動期世代で約1割、
より若い安定期世代でも約2割を占めるにすぎず、
都内での転居が一般的であることがわかる。世代
と地域移動経験の分布との関連性はf検定によ
り5%水準で有意である。ただし、安定期世代で
も今後、子供の成長などにともなう住み替えが生
じるとすれば都内での移動が増加することから、
この世代が50-60歳代になったときには流動期世
代と類似した分布になる可能性もある。また前住
地が東京以外の道府県である IUターン」は、ど
ちらの世代でもほぼ 1割となっている。他の道
府県に出て東京に戻ってくる場合は40歳代まで
に限られ、 50歳代で戻るケースは少ないようで
ある。
一方、流入者では東京に住み始めてから一度も
移動していないと考えられる「直接流入Jが流動
期世代でも安定期世代でも約3割を占め、都内
での移動経験は東京出身者よりも少なくなってい
る。また、出身地と前住地が都道府県単位で異な
る「その他移動」は東京以外での居住経験を持つ
ことになるが、これは両世代とも、ほぽ 1割に
すぎない。東京への流入は直接流入が主流で、ス
テップ式の移動は少ないと考えてよいのではない
だろうか。流入者では、 i検定による世代と地域
移動経験の分布との関連性は統計的に有意ではな
い。安定期世代以降の地域移動は量的に減少した
が、その移動パターンにはそれほど大きな時代的
変化はなかったと考えられる。
ここまでみてきたように、地域移動経験に関し
ては世代による大きな違いはあまりなく、その違
いにしても、コホート効果というよりも年齢効果
であると考えられる。ところが実は、世代以上に
異なるのが、男女による違いである。表3に性
別の地域移動経験の分布を示した。
東京出身の流動期世代では、性別と移動経験の
関連性はf検定により 1%水準で有意である。
総じて男性よりも女性のほうがモビリティが高い
傾向にあり、女性の「移動経験なしJは4.1%と
非常に小さくなっている。これは、女性は結婚に
際して生家を離れ移動することが多いためである
と考えられる。
それに対して東京出身の安定期世代では、 i検
定による世代と地域移動経験の分布との聞に統計
的に有意な関連性が認められない。流動期世代と
比較して最も大きな違いは、女性の「移動経験な
し」が17.3%と大幅に増加している点である。こ
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表3 出身地別・世代別・性別の地域移動経験
流動期世代 安定期世代
男性 女性 男性 女性
東尽出身者
移動経験なし 18.6 4. 1 24.6 17.3 
都内移動あり 70. 8 83.6 63. 5 71. 4 
Uター ン 10.6 12.3 11. 9 1. 3 
目‘'“‘ 目‘ 町酔町酔唱町酔咽，咽 ，咽 '・
言十 100.0 100.0 100.0 100.0 
(実数) (113) (122) (126) (168) 
流入者
直接流入 20.2 31. 5 20.6 38. 3 
都内移動あり 71.9 55.0 70.6 48.9 
その他移動 7.9 13.4 8.8 12.8 
言十 100.0 100.0 100.0 100.0 
(実数) (114) (149) (68) (94) 
の女性の「移動経験なし」は実数で29名である
が、その家族構成をみると、 19名が「夫婦と未
婚の子どもJ、10名が「三世代」となっている。
「移動経験なし」の増加は、女性が未婚のまま生
家にとどまっていることを意味しているのではな
く、結婚しても生家(または生家の住所)に住み続
ける女性が増えていることがうかがえる。また、男
性でも「移動経験なし」が増加しており、東京出
身者のモビリティが低くなっていることが示唆さ
れる。なお女性の「移動経験なし」では三世代同
居が 1/3程度にとどまっているのに対し、男性
の「移動経験なし」では三世代同居が半数を超え
ている。
流入者では、どちらの世代でも性別と移動経験
の分布との関連性はf検定により 5%水準で有意
である。女性のほうが男性よりも「直接流入」が
多いが、これも結婚とかかわっていると考えられ
る。結婚を契機に地方から東京へ流入した女性で、
その後は移動しないケースがあるのではないだろ
うか。より若い安定期世代の女性では「直接流
入」が38.3%を占めるが、そのうち未婚者は 1/4
にすぎない。男性では都道府県の単位を越えた長
距離の地域移動が生じるのは、おもに就職または
進学の時点であるのに対して、女性では結婚時点
での地域移動の占める比重が大きいため、こうし
た性別による違いとして現れていると考えられる。
また、男性よりも女性のほうが「その他移動Jも
多くなっているが、これも家族や配偶者の転勤な
どにともなう移動があるためと考えられる(注
(4))。
それでは、東京出身者と流入者をあわせた場合
の地域移動経験はどのようになっているだろうか。
この点について、おおまかにみておくことにしよ
う(表的。流入者が半数を超える流動期世代では、
東京出身の「都内移動あり」が36.6%と最も多
く、次いで流入者の「都内移動あり」が32.9%と
なっている。この世代では7割が都内移動を経験
しており、その内訳は東京出身と流入者とがほぼ
同数を占めている。また東京出身の IUターンj
と流入者の「その他移動」はそれぞれ5.4%と
5.8%で、やはりほぼ同数であり、合計すると約1
割を占める。一方、流入者が 1/3強にとどまっ
ている安定期世代では、当然のことながら、東京
出身の「都内移動あり」が最も多く 43.9%にのぼ
る。次いで流入者の「都内移動ありJの20.6%で
ある。またこの世代では IUターン」が7.5%を
占めている。
表4 世代別・地域移動経験
出身・移動経験 流動期世代 安定期世代
東 移動経験なし 5.2 13.2 
都内移動あり 36.6 43.9 
尽
Uター ン 5.4 7. 5 
流 直接流入 14. 1 11. 0 
入 都内移動あり 32. 9 20.6 
者
その他移動 5.8 4.0 
計 100.0 100.0 
(実数) (498) (456) 
周知のように、戦後の東京の住宅政策において
は流入人口への対応策が最重要課題とされたが、
流入者が減少し全体の人口も安定している現在、
この問題はほぼ終息したとみることができる。今
後は、東京出身者の住み替えやUターン者の居住
問題が、より重要な問題になってくるのではない
だろうか。
3. 2 地点ごとの特性
ここまでみてきた傾向は5つの調査地点の平均
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表5 地点別地域移動経験
出身・移動経験 港区 大田区 世田谷区 清瀬市 あきる野市 全体
東 移動経験なし 11. 1 10.9 
都内移動あり 36.6 39.4 
示 Uター ン 7.0 4.0 
j定 直接流入 10.5 18. 3 
入 都内移動あり 29. 1 24. 6 
者 その他移動 5.8 2.9 
計 100.0 100.0 
(実数) (172) (175) 
流入者計 45.4 45. 7 
像であるが、地域移動経験からみた人口構成は、
地点によってどのように異なっているだろうか。
表5には地点ごとの地域移動経験の分布を示した。
地点と移動経験分布との関連性はf検定により
0.1 %以下の水準で有意である。
まず流入者の占める比率に着目すると、流入者
が最も多いのは清瀬市で52.4%、次いで世田谷区
の50.6%で、この 2地点では微小ではあるが半数
を超えている。逆に最も少ないのはあきる野市で
30.8%にとどまっている。
あきる野市では流入者が少なく、 53.4%を東京
生まれの「都内移動あり」が占めている点が特徴
的である。また「移動経験なし」も 11.3%と、 5
地点のなかでは最も多い。さらに東京生まれ「都
内移動あり」のうち、あきる野市内での移動が約
4割を占める。仮に、この市内移動者をあきる野
市の出身者とみなせば、あきる野市の人口構成は、
市内出身者が33.5%、都内他市区町村からの移動
者が35.7%、他道府県からの流入者が30.8%と、
ほぼ3分されていることになる。
それに対して流入者が最も多い清瀬市では、市
内出身者が17.9%、都内他市区町村からの移動者
が29.7%、流入者が52.4%という人口構成になる。
ただし、流入者の65.8%を50歳代・ 60歳代の流動
期世代が占めていることから、現時点での流動性
はそれほど高いわけではないだろう。また流入者
の半数以上が都内での移動を経験しており、高度
経済成長期に東京に流入した人々が都内での転居
を経て清瀬市に定着したと考えられる。世田谷区
も清瀬市とほぼ同様の傾向にあり、区内出身者
6.9 5. 2 1. 3 9.0 
32.8 35.4 53.4 40.0 
9.8 7. 1 4.5 6.4 
町酔 目““““圃圃圃圃園田‘園田“園田‘・，晶圃圃圃
14.4 12.7 8. 1 12.6 
31. 0 29. 7 21. 7 27.0 
5.2 9.9 o. 9 4. 9 
100.0 100.0 100.0 100.0 
(174) (212) (221) (954) 
50. 6 52.4 30.8 44.6 
20.1%、都内他市区町村からの移動者29.3%、流
入者50.6%で、流入者の58.0%を流動期世代が占
める。また世田谷区ではUターンが 1割近くを占
める点が特徴的である。
港区と大田区は、流入者の比率からみれば、あ
きる野市と清瀬市・世田谷区との中間に位置する
が、両者はやや異なる傾向にある。港区では区内
出身者22.7%、都内他市区町村からの移動者
31.9%、流入者45.4%であるのに対して、大田区
では区内出身者35.4%、都内他市区町村からの移
動者18.9%、流入者45.7%となっており、大田区
のほうがより長期にわたる区内居住者が多い。ま
た流入者の移動経験についてみると、大田区では
直接流入が18.3%と5地点中で最も高く、その 7
割強を女性が占めるが、その理由については、こ
こでは説明することができない。
以上でみた地点ごとの特性は、男性居住者に限
定してみても同じ傾向があることが確認される
(表6)。男性では、地点と地域移動経験の分布と
の関連性は1"検定により 1%水準で有意である。
男性に限定することで、より明瞭によみとれる傾
向として、 1)あきる野市の流入者の少なさ、 2)清
瀬市・世田谷区の都内移動を経験した流入者の多
さ、 3)世田谷区のUターンの多さ、 4)大田区の東
京出身者の多さ、などがあげられるだろう。一方、
女性に限定すると(表7)、地点ごとの特性はぼ
やけてしまう。女性については、地点と地域移動
経験の分布との関連性について1"検定により
10%水準でも有意ではなかった。
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表6 地点別地域移動経験(男性)
出身・移動経験 港区 大田区 世田谷区 清瀬市 あきる野市 全体
14.4 16.5 8.0 7. 0 15.4 12.4 
都内移動あり 35.6 36. 7 28. 0 32.6 55.0 38.0 
京 Uターン 4.4 5. 1 14. 7 5.8 3.3 6.4 
・ 町酔目“咽町酔町酔・ ‘ 
流直接流入 8.9 11. 4 12.0 8. 1 4.4 8.8 
入都内移動あり 32. 2 25. 3 37. 3 39. 5 20. 9 30.9 
者その他移動 4.4 5. 1 0.0 7.0 1. 1 3.6 
言十 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
(実数) (90) (79) (75) (86) (91) (421) 
流入者計 45.6 41. 8 49.3 54. 7 26.4 43.2 
表7 地点別地域移動経験(女性)
出身・移動経験 港区 大田区 世田谷区 清瀬市 あきる里子市 全体
東京入者流持都国迫部トそ竣動内のタ経験なし
7.3 6. 3 
移動あり 37.8 41. 7 
ーン 9. 8 3. 1 
目“‘町酔4町酔
流入 12. 2 24. 0 
移動あり 25.6 24. 0 
他移動 7. 3 1.0 
言十 100.0 100.0 
(実数) (82) (96) 
流入者計 45.1 49.0 
4 学歴・現職からみた社会移動
以下では男性サンプルに限定して分析をおこ
なっていく。表8に世代別・出身地別の学歴を示
した。この表からも明らかなように、流動期世代
で、は出身地別の学歴分布が非常に似通っているの
に対して、安定期世代では流入者のほうが高学歴
に偏る傾向がみられる。大卒者の比率について出
身地による差の検定をおこなったところ、流動期
世代では有意ではないが、安定期世代では 5%水
準で有意であった。
第1章でふれたように、 1950年代の東京流入者
は、同世代の東京生まれと比較すると相対的に低
学歴であったが、その後の全国的な高学歴化のた
めもあって、おもに 1960年代以降に流入したと
みられる流動期世代では、東京出身者と流入者の
学歴がほぼ等しくなっている。また、流動期世代
では流入者と東京出身者との人数が桔抗しており、
そのため大卒者の人数もほぼ等しくなっている。
6. 1 4.0 8.5 6.4 
36.4 37.3 52.3 41. 7 
6. 1 7. 9 5.4 6.4 
・圃圃司圃可. 園田‘圃晶
16.2 15. 9 10.8 15.6 
26. 3 23.0 22. 3 24.0 
9. 1 11. 9 0.8 6.0 
100.0 100.0 100.0 100.0 
(99) (126) (130) (421) 
51. 5 50.8 33. 9 45.6 
他の学歴についても同様である。一方、安定期世
代では流入者の高学歴化が著しいが、流入者の全
体量が減少しているため、高学歴取得傾向が流入
者ほど高くない東京出身者が、大卒者の過半数を
占めることになっている。
流動期世代でも安定期世代でも、リプセットと
ベンディクスの主張とは異なり、東京出身者のほ
うが高学歴を取得する傾向が強いとはいえない。
とくに、安定期世代にみられるように、全国的に
地域移動が減少した時期以降、東京への流入者は
表8 世代別・出身地別の学歴構成(男性)
学歴
流動期世代 安定期世代
東京出身者 流入者 東尽出身者流入者
中学 15.9 14.9 4.0 1.5 
高校 38. 9 39. 5 29.4 19. 1 
短大・高専 0.0 4.4 9.5 7. 4 
大学 38.9 37. 7 56.4 70.6 
不明・無回答 6. 2 3.5 0.8 
圃晶圃圃‘+‘ 酔 ・ ・晶圃可・・
言十 100.0 100.0 100.0 
(実数) (113) (114) (126) 
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高学歴者に限定されるようになったと考えられ、
この意味では東京という都市の社会的性格が変化
したといえる。
次に現職の分布をみていこう(表9)。流動期
世代では、東京出身者のほうが流入者よりも雇用
者が多く自営が少ない傾向がみられるが、おおむ
ね類似した分布になっている。東京の高度経済成
長期を支えたのは、ほぼ同数の東京出身者と流入
者であり、この時期は出身地による明確な有利/
不利がなかったと考えることができる。流動期世
代は社会移動のありかたに出身地による差異がみ
られない世代といえよう。
それに対して、安定期世代では、東京出身者で
学生が多いためもあるが、専門管理の比率は流入
者のほうが高く、雇用ブルーの比率は東京出身者
のほうが高いといった分布の違いがみられる。た
だし専門管理に占める東京出身者と流入者の比率
はほぼ半数ずつである。大卒者の過半数を東京出
身者が占めていることからも予想されるように、
高学歴が必要とされる職種への就職機会という意
味では、必ずしも東京出身者が不利なわけではな
い。けれども、実は、安定期世代では雇用ブルー
の3/4が東京出身者であるなど、学歴構成を反
映した現象も生じている。安定期世代における社
会移動のありかたは、出身地の違いというよりも、
学歴によって異なっていると考えるべきであろう。
以上のことから、本人の学歴と現職とを手がか
りとして社会移動をみた限りでは、流動期世代・
安定期世代とも、リプセットとベンディクスが提
示した都市イメージは成立しないということがで
表9 世代別・出身地別の現職構成(男性)
現職
流動期世代 安定期世代
東尽出身者 流入者 東尽出身者 流入者
専門管理 22. 1 22.8 19. 1 36.8 
雇用ホワイト 10.6 6. 1 29. 4 26.5 
雇用ブルー 16.8 12.3 17.5 10. 3 
自営 23.9 31. 6 22.2 23. 5 
農業 2. 7 0.9 。 0.0 
無職・学生 23.9 25.4 11. 1 2. 9 
不明・無回答 0.0 0.9 0.8 0.0 
町酔町酔町酔町酔 町酔 晶園町酔 町酔 晶晶圃晶目“ “‘ 
言十 100.0 100.0 100.0 100.0 
(実数) (113) (114) (126) (68) 
きょう。ただし、ここではサンプル数の問題から、
父主職をもちいた世代間移動に関する分析をおこ
なっていないので、父主職をコントロールした場
合の社会移動のありかたに出身地による違いがあ
るか否かは明らかではない。
最後に、第3章でもちいた地域移動経験と学歴・
職業との関係を簡単にみておくことにしよう。と
くに注目されるのは、流動期世代でも安定期世代
でも、東京出身の IUターン」と流入者の「その
他移動」で、大卒比率が高く、専門管理の比率も
高くなっている点である。高学歴の専門管理職で
長距離移動に関するモビリティが高い傾向がある
といえよう。
また現職の自営について地域移動経験の分布を
みると表10のようになっており、必ずしも東京
出身者が大多数を占めているわけではない。とく
に年長の流動期世代では流入者が過半数となって
いる。さらに東京出身者であっても「移動経験な
し」はむしろ少数派であることがわかる。中村
(1995)は、自営や農業層では土地や家産、身近
で習い覚えた技術、地元での顧客からの信頼と
いった世襲的・地縁的な資源が重要であり、これ
らの資源は地域に根ざしているからこそ有効なの
であって、地域移動があれば放棄されるとしてい
るが、東京では地域移動があってもこれらの資源
を新たに獲得することができることが示唆される。
表10 自営層の地域移動経験
出身・移動経験 流動期世代 安定期世代
東 移動経験なし 11. 1 18. 2 
都内移動あり 28.6 40.9 
京 Uター ン 3.2 4. 6 
・ 4・4・
j荒 直接流入 11. 1 2.3 
入 都内移動あり 44.4 34. 1 
者 その他移動 1.6 0.0 
言十 100.0 100.0 
(実数) (63) (44) 
5 まとめ
以上、リプセットとベンディクスが提示した
都市移住モデルを基本枠組とし、 2000年東京版
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総合社会調査データをもちいて、戦後の高度経済
成長期およびそれ以降の東京における社会移動が
どのようなものであったかをみてきた。 2000年
時点での40歳代は、東京の人口における転回点
の世代であり、この世代以降、同一年齢層の東京
居住者のうち東京出身者が過半数を占めるように
なった。以上と人口動態に関するマクロデータに
よる知見から、 50歳代・ 60歳代を流動期世代、
40歳代以降を安定期世代とした。
流動期世代でも安定期世代でも、学歴および現
職からみたかぎりでは、リプセットとベンディク
スが提示した都市イメージが成立するとはいえな
い。流動期世代では東京出身者と流入者の学歴・
現職ともに類似しており、社会移動のありかたに
同じ市区町村内、 3.東京都内・都下(同じ市区町
村を除く)、 4.埼玉・千葉・神奈川県内、 5.栃木・
茨城・群馬・山梨県、 6.その他
ここでは、 1~3 を東京出身、 4~6 を流入者とし
た。
3) 1960年代から東京・大阪の大都市圏では人口の自
然増加が増大する一方で、 1970年代に入ると流入
人口が実数でも率でも減少した。黒田 (1976)参照。
4)大友 (1996)は1981年度の国土庁調査データから、
地域移動の理由をさまざまな側面から明らかにし
ているが、大都市圏の流出入に関する男女別の理
由を第 1位、第2位の順にあげると、流入では、
男性:職業上の理由、就学、女性:職業上の理由、
結婚であり、流出では、男性・女性とも、職業上の
理由、家族関係となっている。
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This paper aims to describe social mobility in To匂0，since Japan's rapid economic growth， focusing 
on the di宜erencesin social mobility between new arrivals and Tokyo's native urban population， using 
data企omthe General Social Survey in Tokyo 2000. 
Because ofthe migrant reduction from rural to Tokyo in the 1970's， the number ofnative inhabitants 
is larger than that of new arrivals in the age group under 49 years old. This is very different企om
previous generations and can be described as an important change in Tokyo's population dynamics; 
moreover people in the 51・69years old age group in Tokyo are defined as the mobile generation and 
people in the 20・49years old age group as the st油legeneration. The mobile generation entered the labor 
market during rapid economic growth， while the stable generation enters after this period. 
Social mobility of native inhabitants and new arrivals is very similar in the mobile generation. In 
terms of demography， education and occupation there are no di能rencesbetween the natives and the new 
arrivals. In the stable generation， on the other hand， the educational levels between the natives and the 
new arrivals are different. However， because the number of the native urban population is larger than that 
of the new arrivals， itis difficult to say that the native inhabitants are disadvantaged in白elabor market. 
This study shows出atsocial mobility in Tokyo Metropolis in the last 50 years is very different from 
Lipset & Bendix's hypothesis (1959). 
